
シンセシオロジー　研究論文

−159− Synthesiology　Vol.2 No.2 pp.159-169（Jun. 2009）

1　はじめに
「研究」は時代によっても、分野によっても多種多様であ

る。したがってそこから生まれる成果もまた「社会との関わ
りが短期的に見えるものと長期を要するもの、さらにはそ
の両方を含むもの」が存在する。それゆえ、「社会に役立
つ研究」などといった言い方で一元的にとらえると、物事
の本質が見えなくなってしまうことがある。また、研究者が
考える「役立つ」と、それを受け入れる社会側の見解は往々
にして一致しない場合が多い。

そうであるならば、研究が社会に役立った顕著な事例を
対象にして、その過程－イノベーションの過程－を一定の時

間が経過した時点で検証することが、今後のイノベーショ
ンモデル（イノベーション創出のための方法論）を検討する
に際し最も有用なアプローチと思われる。少なくともいくつ
かの技術移転などの過程において現在でも通用する行為に
対する示唆を含んでいれば、それを学習し、研究のやり方
や他者への情報伝達の一助となすことは十分有効と考えら
れる。もちろん、時代背景や種々の条件が異なるため、い
くら正確に複製しても役に立たないことは自明である。け
れども研究の進め方、着眼点、上司や共同研究者（企業
を含め）の気づき、研究成果の社会への伝達の仕方及び
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効率的に機能する体制などから本質的な働きを抽出するこ
とは可能と考えられる。

本論は、公的機関の研究成果が社会に認知され、大き
な影響を与え、産業変革につながっていった「PAN（ポリ
アクリロニトリル）系炭素繊維」を取り上げ、この顕著なイ
ノベーションの過程の中で、その核心にある旧通商産業省
工業技術院傘下の大阪工業技術試験所（以下大工試）及
び研究者の行動を中心に、

①研究者の意識
②研究テーマ設定に係る研究者と研究管理者（マネージ
メント）の意識
③研究成果の発信と受け手の体制
④研究成果活用のための人的及び情報ネットワーク

の観点からPAN系炭素繊維の研究についての実際に起
こったことと対比させて、その実相を検証している。さらに
は、一連のプロセスの構造化を図ることによってイノベー
ションモデルの導出を試みた。

なお、PAN 系炭素繊維の製造法、評価法などに係る企
業への技術移転及び、その後の複合材料化を含めた企業
努力により今日の不可欠な材料となった過程についてはこ
こでは取り扱わない [1]-[3]。

結論から言うと、研究の要素の有機的連携が「励振的」
に行われたことが、PAN 系炭素繊維のイノベーションをも
たらした。励振的とは『研究者の興味を原動力に、研究開
発の進展に伴って、社会に役立つように研究テーマを新た
に設定するような自律的行動（オートノミー）と研究マネー
ジメントとの同期が取れた「協調」』を意味し、さらに産業
化に向けた企業との顕在的、潜在的な交流と 「協働」をも
含む。

PAN 系炭素繊維を産業へ受け渡すまでの一連の過程か
ら見出したイノベーションモデルを「励振モデル」として提
示し、今後のイノベーション創出に向けたマネージメント強
化に対する示唆とした。

2　技術発明の経緯
2.1　炭素繊維開発の状況
（1）発明された炭素繊維の概要

1950 年代において、炭素あるいは黒鉛（結晶性の高い
炭素）からなる製品は、耐熱性、導電性などの性質を利用
した電機用ブラシ、電解用電極、原子炉用黒鉛などの成形
品、またはカーボンブラック、活性炭、コロイド黒鉛、そ
の他微粉状のものに限られており、繊維状の炭素材料は知
られておらず、繊維状の黒鉛は製造が難しいと考えられて
いた。

そもそも黒鉛は高圧の下で 4000 ℃近い温度まで加熱し

なければ溶融しないので、合成繊維やガラス繊維のように
炭素を熔融して紡糸することはできない。やはり一般の炭
素原料や材料を製造するのと同様に有機物を炭化して繊維
状のものを得なければならず、セルローズ系繊維、ポリ塩
化ビニリデン系繊維など様々な繊維状の原料について検討
していた。その結果、アクリロニトリル系繊維は適当な加熱
条件を選んで炭化すれば、その分子中の窒素と水素とを主
としてアンモニアおよび青酸として放出し、その繊維の形状
をよく保持した炭素を与え、しかもこの繊維状炭素は高温
熱処理によって黒鉛化することを見出したのである。ここに
得られたものは、金属光沢を有しており、X 線による測定
の結果、相当黒鉛化していることが認められた [4]。こうして
PAN 系炭素繊維は開発された。
（2）開発の経緯

炭素繊維の端緒は 1956 年に米国においてレーヨンを原
料として開発されたものである（図 1）[1]。この後、米国では
UCC 社によりレーヨン系炭素繊維が一定の成功を収めた。

一方、大工試では、進藤昭男博士が米国での動向を知
り、時を移さずレーヨンとは別にポリアクリルニトリル繊維
の炭素繊維化に取り組んだ。1959 年 9 月には、PAN 系炭
素繊維に係る基本特許が出願され [5]、同年 10 月の化学関
係学協会連合秋季発表会において「黒鉛繊維の研究（第
1 報）熱処理に伴う結晶子の成長」と題した研究発表がな
されている [6]。さらに同年 11 月には関西地域の企業を中
心に関係者に広く読まれていた「大工試ニュース」にこの研
究成果が紹介されている [7]。なお、研究結果の詳細は大
阪工業試験所報告第 317 号にまとめられている [8]。

この一連の活動から、PAN 系炭素繊維の成果は、新規
性が高くかつ将来性も高いと判断され戦略的に発表された
ものと容易に想像される。

次に進藤博士の研究開発の大きな転機となったのは、
1965 年の米国の軍事関係者のアドバイスである [2]。PAN
系炭素繊維はそれまで耐熱性と電気的特性を柱とし、「し
なやかさ」を特徴とする材料として応用展開を図っていた
が、この専門家から「機械的強度」と「引っぱり弾性率」
について優位性があると指摘され、構造用材料としての可
能性を研究すべく方針を大きく転換した。この転換のころ
から企業の炭素繊維への参入も増え、産業化に向けた各
社の取り組みも本格化し始めた。これら企業にとっては
PAN 系炭素繊維の研究で突出した成果を出していた大工
試はなくてはならない存在となっていった。

研究や技術指導での産業との「協働」に加え、1975 年
からは新しい素材の開発にとって不可欠な「標準」の研究
が始まり、1980 年には炭素繊維に関するJIS が制定され
た。こうした一連の取り組みは炭素繊維のわが国企業の競
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争力向上に大きく貢献した。当初、軽量で強靭な特性を付
加価値とするレジャー用品から始まり、より信頼性が要求
される建築や航空機等の産業用構造材へ拡大し、現在、
わが国企業の炭素繊維の世界シェアは 8 割を占める。
2.2　研究環境（大工試の研究マネージメント）

炭素繊維開発の始まったこの時期の大工試は「研究によ
る工業技術の振興」を謳っており、そのためのインフラ整
備、人心の鼓舞を図っていた。

戦後約10年間に大工試が行った研究の内、工業化に至っ
たものは少なくない。昭和 34 年（1959 年）度「大阪工業
技術試験所年報」には以下の内容記述がある [9]。「第 1 部
は無機化学工業に関する研究を行っている。炭素に関する
研究は当所では伝統ある研究の一つであり、従来から継続
して行われている基礎研究と併行して、炭素製品の密度増
大、空気電池用電極、原子炉用炭素材料、粘結材の脱硼
素の研究などが行われていたが、当年の最大の成果は『相
当な機械的強度をもつ黒鉛繊維、黒鉛織布の製造に成功
したこと』で、将来新しい工業用材料として期待されてい
る。」この時点で、炭素材料は従来のテーマであった原子
炉用の黒鉛材料に加え、繊維状黒鉛に焦点があてられ、
組織的な取り組みを企図していることがうかがえる。

1958 年 8 月に仙石正が所長に就任したころから、大工
試における研究成果も大いに上がり、研究発表や特許出
願の数も急増した。後述のように時代背景は国の経済成長

が軌道に乗り始めた時代で、技術革新の波に乗って研究
所を設けた企業も多く、また技術指導を求めて大工試へ人
を派遣する会社も多くなった時期でもあった。また逆に、
大工試における業績を基に、民間から招かれて産業界に進
出する人の数も少なくなかった。このように産業界との間で
の人的な交流も推進されていたことが分かる。

さらに、炭素繊維基本特許出願の2年後の1961年には、
所内には価値ある研究で未利用のまま埋もれているものも
多い実情なので、その研究成果を適当な民間企業に移すこ
とを目的として、技術の指導と相談事務を処理するための
「技術相談所」が開設された。当時のマネージメントは産
業との協調・連携を大いに意識していたことが分かる。
2.3　発明に至る動機

発明者である進藤博士は 1952 年に大工試に入所し、配
属先研究室で炭素に関るテーマを与えられていたものの、
必ずしも工業化に直結するものとは考えていなかった。こう
した状況で進藤博士は、「社会の役に立ちたい」という基
本姿勢の下、工業技術に関する研究で新規性のあるテーマ
を探索していた。

この意識の下、日頃の情報収集活動の一つとしていた新
聞で、米国において「繊維状の黒鉛が製造された」との記
事（図 2）[10] を見つけ、これに刺激されたところから新しい
炭素繊維（一次元炭素材料）の研究が始まった。

この研究に取り組むに当たって、進藤博士は工業化の可

図1　炭素繊維開発の流れ

     
     

米国 ： レーヨンを原
料とした炭素繊維
の特許出願（Ｗ．Ｆ．
アボット）

ＵＣＣ社レーヨ
ン系炭素繊維
織物を米空軍
に納入

ロール
スロイス
社経営
不振

ＲＡＥアクリ
ル繊維から
の炭素繊維
開発開始

ＲＡＥ炭素
繊維開発
（緊張処
理法）

米国 セラ
ニーズ炭素
繊維の生産
開始

＊ ＨＥＮ ： ヒドロキシエチルアクリロニトリルの略、共重合体とすることで焼成時間の短縮と機械的特性の大幅な向上がもたらされた。

UCC社
PAN
系生産
開始

航空宇宙開発
国
際
的
な
動
き

進
藤

産
業
界

試
験
所
入
所

大
阪
工
業
技
術

炭
素
繊
維
の

記
事
を
読
む

前
処
理
法
の
発
明

基
本
特
許
出
願

学
会
発
表

学
位
論
文

国
際
学
会
発
表

ポ
ス
テ
ル
ネ
ク
大

佐
来
所

炭
素
繊
維
の

利
点
を
指
摘

東
レ-

Ｕ
Ｃ
Ｃ
社

　ク
ロ
ス
ラ
イ
セ
ン
ス

標
準
研
究
開
始

Ｊ
Ｉ
Ｓ 

制
定

・技
術
指
導 

日
本
カ
ー
ボ
ン・

松
下
電
器 

（
１
９
６
２
）

・東
洋
カ
ー
ボ
ン
研
究
開
始

・東
レ 

炭
素
繊
維
研
究
開
始

（
１
９
６
８
）

・東
レ 

炭
素
繊
維
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
開
始
Ｈ
Ｅ
Ｎ
の
利
用

・東
邦
レ
ー
ヨ
ン
参
入

（
１
９
７
５
）

・東
レ 

セ
ミ
ワ
ー
ク
ス
プ
ラ

ン
ト
稼
動（
１
９
７
３
）

・東
レ 

引
っ
張
り
強
度
７
０

０
０M

P
a

の
ト
レ
カ
糸
発
売

（
１
９
８
６
）

＊

・炭
素
繊
維
を
使
用
し
た
商

品
を
発
売
開
始（
１
９
７
２
）

・三
菱
レ
イ
ヨ
ン
生
産
開
始

（
１
９
８
３
）

・東
レ 

月
産
３
５
ト
ン

（
１
９
７
９
）

緊
張
処
理
法

19851980 1975 1970 1965 1960 1955 1950 



研究論文：PAN 系炭素繊維のイノベーションモデル（中村ほか）

−162− Synthesiology　Vol.2 No.2（2009）

能性を検討する立場から「繊維状黒鉛は将来にどのような
新しい用途を約束しているか？」と自問し、結果として

①耐薬品性に非常に優れているので酸・アルカリの濾過
材に好適である

②耐熱性が非常に良いので非酸化性高温ガスの濾過に
用いられよう

③耐熱性に加えて電気伝導性が良いので赤外線放射体
や真空管用フィラメントなどにも用いられよう（［著者
注］当時、トランジスターは知られていたが、まだまだ
真空管時代であった。）

④合成樹脂の充填材としても使用されよう
⑤黒色であるという難はあるが合成樹脂の帯電防止にも

役立つであろう
⑥紐状あるいは布状にしたものは電気用のリボンなどと

しての使用も可能であろう
⑦火焔の防断材に用いることも考えている。

と自答している[7]。
後に PAN 系炭素繊維は機械的強度に産業応用の方向

を定めたため、これらはどれ一つとして実用化されること
なかったが、ここで大切なことは、研究の目的として社会
に役立つ形を明確にするという発想であり基本姿勢であ
る。進藤博士個人の興味、関心に基づいて研究テーマが
設定されるのであるが、自身の研究が「社会のどこに役に
立つのか」について事前に十分な吟味をしていることは注
目すべきである。
2.4　技術移転に係る時代背景と研究者の行動
（1）時代背景

PAN 系炭素繊維に係る基本特許は 1959 年に出願さ
れた。この年は、尺貫法廃止（メートル法実施）、東海道

新幹線起工式、民放テレビ開局が続いた年であり、続く
1960 年代に入ると、エネルギーの形態が石炭から石油へ
と変わり始め、太平洋沿岸にはコンビナートが立ち並び始
めるなど高度成長期に突入した頃である。

産業技術面においては、三種の神器（白黒テレビ、電気
洗濯機、電気冷蔵庫）が家庭に浸透し始め、欧米の生活
レベルに近づく努力が続けられた。ただし、まだこの時代
の産業によって生産されるものは、すでに欧米諸国で実現
されているものであったので、わが国に合った性能と価格で
あれば、国内販売が非常に容易であった。1960 年代も後
半になると、貿易自由化につれて、わが国の産業技術代の
強化の必要性が強く意識されるようになり、産業界の国の
研究機関に対する期待と関心は戦前以上のものとなった[11]。

こうした時代の転換点に臨み、大工試も産業技術の研
究開発に一層の貢献をすべく技術移転を促進するための機
構改革が行われた。1967 年 4 月、工業技術院傘下の他の
5 試験研究機関とともに、管理部門の機構改革が行われ
て、総務部および研究企画官制が施行されている。

因みに PAN 系炭素繊維の産業化で大きな成功を収めて
いる東レ（株）が炭素繊維について本格的に生産を開始し
たのは 1968 年頃であり、大工試が上記機構改革を梃子に
して、炭素繊維に係る技術移転を様々な企業に対して行っ
ている頃と一致する。
（2）研究者の行動

こうした時代の要請で国立研究機関の役割が産業の開発
力強化の支援へと明確化する中、研究者もその使命に沿っ
た行動を重視するようになり、大工試の研究マネージメント
の方針に沿ったものとなった。ただし、その行動は強く管
理されたものではなく、進藤博士の研究テーマも、上司の
理解の下、研究者の好奇心と使命感（国立研に期待されて
いるもの）で設定できた感が強い。また、過度の情報が氾
濫している現代と異なり、実験を行いながらも研究の内容
について独自に考える時間が持てた時代であった。

一方、研究成果の取り扱いについては、研究者が独自先
行的に学会発表に走るのではなく、特許申請を先行させる
ことが研究管理者によって適確に行われている。このよう
に、PAN 系炭素繊維による技術革新に係る初期段階の研
究期間は、決して研究者の興味が原動力になる努力だけ
ではなく、周囲研究者及び研究管理者、工業技術院を始
めとする産業政策側の判断・意思決定と実行がうまく絡み
合った効果が大きいと考えられる。
2.5　産業界の動向
（1）大工試と地元産業界

大工試は、創立以来伝統的に地元の企業との付き合い
を重んじてきた。大阪は、近世から商業が発展し、近代

図2　PAN系炭素繊維開発の契機を与えた新聞記事（日刊工
業新聞より転載許可）
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になって築いた富によって新しい事業に取り組む下地があ
り、実際、財閥系を始め、製薬、家電等の個人による創
業が盛んな土地柄である。このような周辺事情であるの
で、事業の種探しから展開・発展のための情報入手のため
に多くの人が出入りしていた。その人たちにとって、大工試
は情報を取る場であり、大工試側にとっても組織的な活動
以外のアンダーグラウンド的な情報供与という概念はあまり
意識されていなかった。

ある程度まで大きくなった研究開発型企業においては、
後日談ではあるが「仕事に行き詰まったら大工試詣でをし
ろ」という上司の声があった。一方、企業研究者にとって
日常の会話から得た技術情報を自分自身の思考展開で眼
前にある課題解決または新規提案にこぎつけてある程度の
成果が得られた場合、往々にして当該成果に繋がった種は
大工試にあることを言わないで社内説明展開を行ったよう
だと著者の一人は聞く。このためか共同研究や特許許諾な
どの具体的な公式データによる繋がりは多くはない。

しかし、技術指導または共同研究等を介して企業への技
術移転が行われたことは少なからずあったようで、大工試
への感謝が「社史」などの形で表現されていることで一端
を知ることができる。本論の PAN 系炭素繊維に係る記事
の例としては、

①日本カーボン（株）50年史」（日本カーボン（株）、
1967年8月31日発行）

②「東レ50年史」（東レ（株）、1977年6月1日発行）
③「努力のあゆみエスイーシー（旧昭和電極）50年史」

（（株）エスイーシー、1984年10月23日発行）
などが挙げられ、いずれも炭素繊維開発における大工試と
の共同研究、特許許諾が事業展開に貢献したことが記され

ている。
（2）炭素繊維開発を巡る産業界の動向（図3）

当時、炭素繊維開発に参入した企業は先発グループと第
2 グループに分けられ、両者でその行動が異なっていた。
前者については、炭素系複合材料 CFRP の商品化を目指
し、表立って研究開発を進めた。後者は PAN 系の代替材
となる廉価な材料の探索やコストダウンにつながる製造プ
ロセスの研究などが主体となっているが、これらは対外的
に取り組みを宣言する類のものではなく、「地下にもぐった
もの」とならざるを得ない。すなわち、進藤博士の研究グルー
プとの日常的（非公式）「意見交換」を介して実質的な成
果をねらっていた。

結果的に PAN 系を越える性能のものは見出されなかっ
たが、大工試側としては、彼らから持ち込まれる資料と情
報が「秘密である」という認識のうえで、有用材料の体系
化に役立たせることができた。企業側の意図と大工試側
の微妙な呼吸の下、結果としてこの分野の材料開発の進展
を進め、国際競争力を高めることとなった。すなわち、産
業界側の興味（「気づき」と「活かし」）と大工試の日常研
究生活における交流等が表舞台に出ない形で当該イノベー
ションに大きく関わっていることが後世になって示される結
果となった。

3　イノベーションモデルとしての分析
3.1　個人の興味と組織的研究の動機（図4）
（1）個人の興味

進藤博士は炭素繊維に取り組むに当たり「こういうことが
出来るのではないか」と考え、研究の社会的な効用のイメー
ジを描くことから始めた。こうした具体的目標があると、行

図3　炭素繊維に係る国内外の産業界の取り組み
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き詰まってもどこへ行きたいかという先の目標が見通しや指
針を与えてくれる。また、その目標を変更する、あるいは目
標値を上下させる努力により、予期せぬ解決の糸口が見つ
かる。

こうした個人の興味を原動力とする自律的な行動（オート
ノミー）は、セレンディピティを生み出す可能性をも高める。
こうしたセレンディピティとは、何かを探している時に、探し
ているものとは別の価値あるものを見つける能力・才能を指
し、何かを発見したという ｢現象｣ ではない。「能力」であ
れば、意図的に磨くことができる。また、感動や観察、ファ
イリング（記録）、行動範囲の拡大、連想、などを元手にこ
ういう能力を磨くことができるだろう。このためには、個人
の関心を育てるような自由度を保つことが重要である。ただ
し、奔放な自由ではなく、社会に役立つものを常に志向す
るという基調となる意識を根付かせる必要がある。
（2）組織的研究の動機

大工試は研究成果の工業化を強く意識したマネージメン
トを方針としていた [11]。研究の進展に応じて成果の社会へ
の出し方（特許、論文、報告会など）と産業界へのコンタ
クトを考えていた。さらに、成果にはずみをつけるため、
成長に併せて研究費の規模をコントロールする方法もうまく
使っている。基礎研究から経常研究用語化し、多くの企業
が参入する状況になり産業界の技術開発への要請が高まっ
た段階では、大型の研究費を供する特別研究用語へと移行
させている。組織的研究の動機は産業化の契機を見据え
ることに始まる。社会に近づく良い成果が出せれば、研究
者の興味を原動力にする研究もより強い後押しが受けられ
るとのメッセージが必要である。

3.2　研究マネージメント
研究マネージメントを丁寧に検討すると、いくつかの特

徴にまとめられる。
（1）目標の明示

当時の大工試では「工業技術の振興」を本務とする取り
組みを数々展開している。こうした方針に沿って研究も取り
組まれている。研究者も研究を推進する原動力は個人の興
味であるが、組織の方針がある以上実用化を意識した取り
組みを考える姿勢が醸成される。対外的には、とくに企業
にとって実用化という同じ目的で研究が行われるとの信頼
を与えることになったと考えられる。
（2）企業との日常的交流

大工試は関西地元企業にとって「頼りになる存在」になっ
ていた。日常的に企業の相談を受け入れる土壌があり、制
度的な手続きを経ることなく情報交換が行われていた。ま
た企業からの研究者の受け入れも頻繁に行われ、企業へ
の大工試人材の移転なども少なくない状況であり、こうした
「人的交流を通じた技術移転」の土台が形成されている。
知識の交流は企業側の研究状況、方向についても再確認
させることとなり、この確認は企業の気づきを誘発すること
につながっている。さらに、後になると企業側の要望として
「技術標準」をくみ取り、産業化の基盤となる標準の研究
にも着手することとなった。
（3）テーマの成長に同期させた研究費配分

炭素繊維研究は発明以来、工業化に向けた着実な取り
組みが続けられていた。機械的特性が大きく取り上げられ
るまでは企業の参入も炭素メーカーが主力であり、後に大
きな成功を収める東レなど素材メーカーの参入はまだ本格

図4　個人の興味と研究テーマの方向
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化していなかった。このため経常研究として位置づけられ
ていたが、企業の参入が一挙に増加して、工業化の新たな
展開が意識されるようになると、これに呼応するように特
別研究、大型のプロジェクト研究へと離陸させ、これがそ
の後の研究を加速させる力となった。
3.3　技術移転の実相

英国の炭素研究者は 1963 年の米国炭素会議における進
藤博士の発表によってＰＡＮ繊維を炭素繊維原料にするこ
との有利性を認識してＰＡＮ系炭素繊維の研究を開始して
いる。また、当時まだ発展途上国であった日本発の発明の
価値を認知したのは米国の軍関係者であった [2]。これは、
発明者の進藤博士をも驚かせた。耐熱性、導電性、一次
元形状から推定される製品イメージとは全く異なったニーズ
である「機械的強度」が評価されたのである。研究者は、
それに焦点を絞り、さらに性質の高いものがないか、作れ
ないか等に研究興味が移る。

このあたりから、わが国の炭素製品メーカー、化学繊維
メーカー等が参入し始める。しかしながら、公表されてい
る特許を参照しても発明者のものと同等の強度のものはで
きない。物性を決める条件は何か。何を評価軸として開発
してよいかを発明者グループに「公には内緒で」技術指導
を受けに来ていた。上記メーカーの分類ではない企業も新
規参入の機会を窺っていた。このことが発明者グループの
ところに各種データの集中をもたらす。競合他社の情報は
決して漏らさないルールはしっかり守られていたため、結果
として発明者グループだけに世界最先端のデータと解析結
果が集まった。

このようなスパイラルは現在でも起こりうる話である。市
場原理のもとでの研究開発においては、この部分について
のシステム化・効率化には手をつけることができない。もち
ろん、先発グループの必死の努力で商品化した後の、第 2
グループへの技術指導は、特定企業の名前を明かさないで
系統的に行うことはできるかもしれない。その際、第 2 グ
ループは、単に先発グループと同じ製品を開発するのでは
なく、自らのオリジナルアイデアを付加しようとしての開発
研究であると、公的機関研究者も企業研究者も心得ること
が肝要である。

このオリジナリティが先発商品をしのぐものに成長する源
である。すなわち、世間にまだないものを見出す力（発明
者グループ）、芽が出た研究結果を見逃さずに取り上げる力
（先発グループ）、ある程度見えてきた製品の性能向上の
ための改良研究を行う力（第 2 グループ）と、技術革新に
は様 な々段階が存在する。とかく、発明者グループの偉業
がもてはやされる結果とはなるが、技術の組み合わせによ
る技術革新もまた重要な産業競争力の強化に寄与する要素

であることも忘れてはならない。
PAN 系炭素繊維の開発においては、炭素製品メーカー、

化学繊維メーカー、電機メーカーなどの一部企業が興味を
持ち技術取得を試みており、実際の製品が世に出る10 年
以上前から技術移転が行われている。炭素繊維そのもの、
および樹脂と組み合わせた CFRP は全く新しい材料であっ
たため、研究開発の段階においても、製品としてベスト性
能のものかを判断するための評価基準がないまま手探り状
態の時期が長く続いた。後発企業においては、ますます
混乱が助長し、進藤研究室に自社の製品を持ち込み、「こ
れが本当に炭素製品と呼べるものなのか？」から「どうい
う物性を研究開発指針としたらよいのか」「同じものを作る
キーポイントは何？」等の問い合わせが続出した。もちろ
ん、その過程において進藤研究室で開発された「PAN 系
炭素繊維」なるものに勝るものが偶然にでも開発されれば
幸運である。もっとも、そういうものはなかった。

そこには、オリジナル研究者、周辺にいる共同研究者に
よる性能向上（または当該材料を超える材料がないことの
確認）のための研究が継続的になされていることは論を待
たない。企業研究者は企業利益を考慮に入れた研究開発
において周辺データの蓄積を図る｡ ただし、この場合、全
てのデータが公表されるわけではない。知的財産として、
特許等の取得も盛んに行われる。ただし、出願された特
許の内容においては、「本命」のものと「その他大勢｣ のも
のが混在している。これは、企業活動の一環であることを
認識しておく必要がある。「その他大勢」は競合企業への
目くらまし的役割を演じるし、また、技術の売買の際のバー
ター材料ともなり得るからである。

ここで重要なことは、「技術移転」は単一的または画一
的なものでなく、周辺状況をも巻き込んで行われるもので
あることの認識である。すなわち、時によっては、後世の
解説は成功事例の要素を先鋭的に取り扱いがちで読者もス
マートに読みこなす面があるが、ここで指摘したいことは、
競争者が大勢存在することや、関係者の層が厚くなること
で大量の非顕在研究結果群に支えられて最高のもの（PAN
系）だけが生き残る、という実態である。国立研研究者は
このような実態にも深く関与している。

Lesterと Piore は、イノベーション創出に向けて「研究
者に解釈的取り組みに心置きなく参加できる場を与えれ
ば、研究者の自発性が新たな発展をもたらす」として、「解
釈的空間」モデルを提唱している [12]。一方、当時の大工
試における「空間」は、明確な技術的ニーズをもった産業
界の研究者の集いではあったが、研究者間の交流の場と
いうより、おのおのの進藤グループとの対話があったもの
であろう。ただし、通商産業省、工業技術院、炭素繊維
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協会といった進藤グループを取り巻く国際産業競争力向上
のための対話空間は開かれており、著者らはこの対話空間
と大工試進藤グループとの複合体に対して、静的な空間の
様相の濃い ｢解釈的空間｣ としてより、研究開発とマネー
ジメントが相互に位相の合った作用を加える「動的な空間」
として作用していたと考える。

4　結論
PAN 系炭素繊維を例にとり、イノベーションの過程をつ

ぶさに検証したが、この発明から製品化に至る一連の展開
は、時代背景が異なるとはいえ、現在の研究者にとって示
唆に富むものである。

研究者が新しい炭素材料の探索に絞った日頃の情報収
集活動の中で偶然知りえた炭素繊維開発の情報を契機
に、この工業化を最初から意識し、狙いを定めたテーマ選
択を行い、実験方法の探索、研究を実践した。また、時
宜を得た特許取得等に関する手続き等がうまく展開して出
願特許も成立した。その後の飛躍は、炭素繊維材料への
時代及び産業ニーズは機械的強度が主力であるという情報
を得て、研究テーマの方向性を転換し、材料特性の最適
化、プラスチックとの複合化、CFRP 複合材としての実用
化を目指した産業界との協働的・協調的な研究と指導によ
りもたらされた。これらに増して重要な要素は、信頼性を
担保するために機械的強度の測定法の標準化という取り組
みであり、これが炭素繊維の産業化の基盤を強化するのに
大きく貢献している。また、産業サイドでは、大工試との
日常的な情報交流など実用品として世の中に出るための潜
伏期間に成した日の目を見ない研究成果の積み上げが新た
な気づきを誘引し、共同研究へと回帰することとなり、シー
ズ側の当初の思惑をはるかに超えた産業変革をもたらして
いる。

こうした過程の構成要素として、
・ 研究者の明確な課題意識に基づくセレンディピティ
・ 研究者の動機とマネージメントとの位相整合
・ 産業界の旺盛な新事業開拓意欲

などが重要であることが再認識された。このうちどの過程
が欠けても現在の産業変革はなかったか、またはずっと小
さいものであったろう。

さらに各要素の時宜を得た協調作用がとりわけ重要であ
る。それが相互に働きを強める『励振』ともいうべき作用
となることで、ある時期から加速度的に産業応用へと進む
ことが見て取れた。つまり、研究のオートノミーと社会にお
ける使命を矛盾なく結合するためのイノベーションモデルと
して『励振モデル』が提唱できよう（図 5）。

繰り返しになるが、この励振モデルの確認のため PAN
系炭素繊維のイノベーションプロセスを再掲すると、PAN
系炭素繊維に係る一連の研究においては、まず黒鉛化に
よる炭素繊維の製造法の研究が研究者の興味を原動力に
セレンディピティ的に生まれ、これを特許成立に至るマネー
ジメントによって実用化へと弾みがつけられた。また、予
期せぬ第三者との出会いが契機となり力学的強度に照準
が当てられ、この方針転換に沿って材料開発、複合材料
（CFRP）化の研究開発が進められ、これをマネージメン
トがプロジェクト化による予算支援で加速させ、その後の
飛躍をもたらした。くわえて、炭素繊維の材料標準化に係
る研究が信頼性を担保することに貢献し産業の用途が拡
大する後押しをした。いずれも研究者とマネージメントサイ
ド、研究と産業との綿密な協調の下で行われている。

このモデルと分析の過程で得られた知見を、今後のイノ
ベーション創出に向けた取り組みへの提言と位置づけるなら、
①研究者の｢自発性｣の基となる「マインドセット」の明確化
②その研究者のマインドを社会と同期させる「マネージメン

図5　イノベーションの『励振モデル』
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ト｣の確立
がキー・シナリオとなり、これらを研究組織（研究開発の
実行側）と行政機関（研究開発政策の企画）が、適切に理
解・運用することが重要と結論される。

このモデルを踏まえマネージメントには、「研究者の研究
テーマの設定時の動機付け」、「研究の進捗状況を踏まえ
社会価値とのマッチングを図った結果としての研究テーマ及
び体制の見直し」、「社会価値向上または創造のための技
術移転や関係委員会活動」などが求められる。また、こ
れらの有機的連携、とりわけ研究の進展に伴い研究者サイ
ドの研究テーマの再設定とマネージメントサイドの同期の取
れた共同作業が強く望まれる。

なお、本モデルは Stephan J. Kline の連鎖モデル [13] と
類似の特徴を備えているが、Kline モデルが現象論的なモ
デルであるのに対し、励振モデルは主としてイノベーション
を創出するマネージメントモデルである。この点は本論で
我々が特に重視しているところであり、今後のイノベーショ
ンを創出するためには、何よりマネージメントの役割が重要
であり、その指針を作るモデルとして本モデルが有効であ
るとの認識である。
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査読者との議論
議論1　研究開発シナリオについて
質問・コメント（小林 直人：産総研特別顧問）

本論で提示された ｢励振モデル｣ は斬新で興味深いものです。
このように過去に行われた良い研究開発例やそのモデルを参考にし
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回答（中村 治）
ご指摘のとおり、本論で提示した「励振モデル」は産総研のこれ

までの研究開発の取り組みの中で、顕著な社会経済的インパクトをも
たらした事例を分析対象として導き出したものです。このモデルと分
析の過程で得られた知見を今後のイノベーション創出に向けた取り組
みへの提言とするならば、
・研究者の「自発性」の基となる「マインドセット」の明確化
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議論2　構成要素について
質問・コメント（小林 直人）

この論文の眼目は、進藤博士が開発した PAN 系炭素繊維が如何
にして実用に結びついたか、に関していくつかの構成要素の有効な
関連・連携が作用したことを指摘したものだと思います。本文の言葉
を借りれば、（1）研究者のセレンディピティ（研究者のオートノミーの
所産）、（2）研究者の興味と同期の取れた研究環境（オートノミーと
マネージメントの結合）、（3）産業界の気づき（市場創成への起点）、
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を明確にすると良いと思います。またその際、（1）～（3）がより普遍
的な表現になるような言葉の選択も必要だと思います。（将来「励振
モデル」として引用された時に、より分かりやすい表現の方が良いと
思います。）例えば、（1）研究者の自由な発想と社会意識、（2）研究
マネージメントの適切な時空間的支援、（3）産業界の気づきと率直な
意見交換、等。（また、米軍関係者からの指摘は、（3）に入ると考え
てよいでしょうか？）

なお、最後の（3）に関して言えば、MIT の R.　K. Lester 教授の
言う解釈的空間（sheltered space）
（http://www.arengufond.ee/upload/Editor/industryengines/

files/foorum/lester% 20slides% 20021208.pdf）が、すでに 40 年
前の大工試にあったということができるでしょうか。

回答（中村 治）
ご指摘のとおり本論では励振モデルを 3 つの構成要素で説明して

います。イノベーションをもたらす過程を分析し、本質的な 3 つの要
素に集約したものであり、本モデルの構成要素としては必要十分と考
えます。しかしながら、各構成要素の働きをさらに明快に示し、普
遍的なものとするため以下のとおり表現を改めます。
（1）研究者の明確な課題意識に基づくセレンディピティ
（2）研究者の動機とマネージメントとの位相整合
（3）産業界の旺盛な新事業開拓意欲

最後の（3）に関しては、ご指摘のような Lester 教授の解釈的空間
（sheltered space）は当時の大工試にはなかったと認識しております。
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Lester 教授の解釈的空間は「研究者に解釈的取り組みに心置きな
く参加できる場を与えれば、研究者の自発性が新たな発展をもたら
す」としています。しかし、場を与えるだけでは静的（スタティック）
なモデルとの印象があります。一方、本論の「励振モデル」は研究者
とマネージメントの相互干渉を基底に置き、「マネージメントは研究者
が気づかない意図をも発掘、顕在化させ、イノベーション創出に向け
て位相の合った作用を加える動的（ダイナミック）なモデル」です。
大工試では萌芽的ながら動的なモデルがあったと分析しており、そ
の意味で解釈的空間とは違うとしました。

なお、本論中では Lester 教授の解釈的空間を引用し、励振モデ
ルとの違いについて記述しました。

議論3　モデルの効果について

質問・コメント（小林 直人）
今回提示の「励振モデル」は、大変興味深いのですが、その後工

業技術院においてあまり大きなイノベーションに繋がる成果が出てい
ない理由は何でしょうか。

回答（中村 治）
工業技術院時代にも大きなイノベーションに繋がった複数の事例が

あると考えられます。また産業技術総合研究所への再編以後は、「本
格研究」という方法論が打ち出され、研究を社会へ送り出しイノベー
ションへ繋げるための取り組みが工業技術院時代よりも生まれている
のではと考えます。本論は大工試の炭素繊維を対象としましたが、
今後、新旧の事例を選定し、それらのプロセスを精査してイノベーショ
ンモデルの構築に繋げたいと考えています。




